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高齢者福祉施設やしお苑民営化の考え方について 

１ 高齢者福祉施設やしお苑について 

⑴ 施設概要 

 高齢者福祉施設やしお苑（以下「やしお苑」という。）は、特別養護老人ホー

ム等として市が設置し、平成１０年４月１日に開設した施設である。 

【やしお苑の施設概要】 

所在地 八潮市大字南川崎 210 番地 1 

施設定員 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 80 人 

短期入所生活介護（ショートステイ）   12 人 

通所介護（デイサービス）        60 人 

構造 鉄筋コンクリート造 地上３階 

敷地面積等 

敷地面積 3,834 ㎡ 

建築面積 1,625 ㎡ 

延床面積 4,157 ㎡ 

運営法人 
社会福祉法人 名栗園 

埼玉県飯能市芦苅場 805 番地 

⑵ 運営の変遷 

 やしお苑は、平成１０年に老人福祉法に基づく老人福祉施設として開設し、

市と社会福祉法人名栗園（以下「名栗園」という。）における管理委託契約に基

づき、運営が開始された。 

 平成１２年４月から介護保険制度が開始されたことに伴い、やしお苑は介護

保険法に基づく介護老人福祉施設として位置付けられた。 

 この介護保険制度の開始により、それ以前の行政による措置制度1から利用者

の選択による契約制度2に移行するとともに、やしお苑の管理運営方法につい

て、管理受託者のインセンティブを持たせるため、その報酬等を管理受託者の

自らの収入とする利用料金制度3を導入した。 

 また、平成１８年４月からは、従前の管理委託契約から指定管理者制度4に基

づく運営に切り替え、現在に至るまでこの形態で運営を継続している。 

 

 
1 行政が職権で必要性と認めたサービスを決定する制度 
2 福祉サービスの提供を利用者とサービス提供者との契約に委ねる制度 
3 公の施設を管理する指定管理者が、施設の利用料（介護報酬等）を直接収入として受け取るこ

とができる制度のこと。指定管理者は、経営努力を発揮して管理経費を削減したり、新たなサー

ビスを企画したりすることで、施設運営の効率化とサービス向上を図ることができる。 
4 地方公共団体（都道府県や市町村など）が、公の施設（公民館、図書館など）の管理運営を、

指定した民間企業や NPO 法人などの法人、又は団体に代行させる制度 
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⑶ 現在の状況 

① やしお苑の入所者及び待機者の状況 

 入所者等の状況としては、特別養護老人ホームの定員数８０人に対し満床と

なっており、短期入所生活介護及び通所介護についても空きはない状況となっ

ている。また、待機者数は、民間による特別養護老人ホームの整備が進んだこ

ともあり減少傾向ではあるものの、令和８年４月現在、９４人となっている。 

② 市内における他の特別養護老人ホームの状況 

 現在、市内にはやしお苑を含め、特別養護老人ホームが４施設整備されてお

り、やしお苑を除く３施設はいずれも民設・民営の施設となっている。 

③ 県内における公設の特別養護老人ホームの状況 

 令和７年１０月１日現在、埼玉県内における特別養護老人ホームは、定員が

２９人以下の地域密着型特別養護老人ホームを含めて５３０箇所設置されてい

る。このうち、県や市町村が所有しているいわゆる公設の特別養護老人ホーム

は、やしお苑を含めて６箇所となっている。 

⑷ 今後の方向性（行政の役割の変化） 

 平成１２年度に介護保険制度が導入され、従来の「措置制度」から「契約制

度」へと移行する中、行政に求められる役割は、サービスを直接提供する役割

から、保険者として市全体のサービスの量の管理と質の確保を図る役割に変化

している。 

 そこで、次の民営化による効果を踏まえ、やしお苑については指定管理者に

よる運営を終了し、社会福祉法人による運営に移行したいと考えている。 

 

２ 民営化の効果 

⑴ 継続したサービスの提供 

 現在の指定管理者制度では、５年ごとの更新を行う有期のものとなっている

が、民営化の実現により、運営の期限に定めがなくなることで、入所者に対し

て継続したサービスを提供することができる。 

⑵ 長期的視点に立った経営計画等の策定及び実行 

 法人の経営理念に基づき、より長期的視点に立った事業方針及び経営計画の

策定の促進が期待される。また、職員の計画的な雇用や人材育成に取り組める

ことで、地域における雇用の促進及びサービスの質の向上が見込まれる。 

⑶ 地域性や創意工夫を生かした運営 

 他の事業との連携や施設と地域との交流、地域の関係者とのネットワークの

構築など、法人の創意工夫による自主的・主体的な施設運営により、更なるサ

ービスの拡充と高齢者福祉の増進を図ることが期待される。 
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⑷ 他事業者との公平性 

 現在、特別養護老人ホームは、社会福祉法人による民設民営の施設が増加し

ており、行政改革の一環から全国的にも民営化が進められている状況となって

いる。民営化をすることで、市内他施設との公平性を図ることができ、その上

で、民間による競争を通じてのサービスの向上が期待される。 

 

３ 民営化に向けての留意点等について 

⑴ 法人の選定方法について 

 現在の指定管理者である名栗園は、やしお苑において、介護サービスにおけ

る先駆的な事業に取り組むほか、セーフティネットとしての役割を果たしてお

り、市の高齢者福祉の向上・地域包括ケアシステムの推進に寄与してきた。ま

た、これまでの運営に当たり、施設内のエレベーターの増設や各種修繕等を名

栗園で負担するなど、施設の環境整備・改善に係る貢献も認められる。 

 民営化に当たって法人が変更となる場合、継続したサービスの提供を受ける

ことができなくなり、利用者及び家族に混乱が生じる可能性がある。 

 施設の性質上、利用者の処遇の安定性や信頼関係の継続など、利用者保護が

特に必要であること、また、これまでの施設運営に当たっての貢献を踏まえ、

現在の指定管理者である名栗園を移管先法人の候補者として、選定の手続を進

めているところである。 

⑵ 民営化後における市と法人との関わり 

 民営化後における市と法人との関わりとして、市では次の項目の実施を検討

している。 

① 市と名栗園との間で基本協定及びその細目を定めた実施協定の締結 

② 従来の役割の継承、効率性や創意工夫、地域密着による運営を促進するた

め、年に 1回、法人、施設及び市で意見交換の実施 

⑶ 施設の改修について 

 やしお苑の建物は、鉄筋コンクリート造であるため、構造躯体の耐用年数を

６５年とした場合、耐用年数到達は２０６３年であり、十分な年数がある。 

 一方で、すでに開設から２５年以上を経過していることを考慮すると、屋上

防水や外壁の改修、設備機器など一定程度の改修工事及び設備更新をする必要

がある。 

 なお、特別養護老人ホームの大規模改修に係る経費については、埼玉県の補

助制度があるものの、県補助要綱により、公設の場合は当該の補助を受けるこ

とはできないとされている。 
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４ 民営化に当たっての基本合意の締結について 

 民営化の協議を進めるに当たり、市と名栗園は、令和８年３月２７日付けで、

次のとおり民営化移行のための諸条件を定めた基本合意を締結している。 

【基本合意の主な内容】 

項目 内容 

建物について 無償譲渡とする。 

土地について 

無償貸付とする。 

貸付期間は、２０年間する。 

なお、双方協議の上、同条件により２０年間の更新を可能とする。 

大規模改修について 

譲渡後に名栗園において実施する。 

ただし、改修に係る費用の一部について、市が補助をするための

予算措置を行う。 

協議事項 

その他の諸条件については、第三者機関である附属機関における

審議の内容を踏まえ、譲渡に当たっての基本協定（案）に反映さ

せる。 

 

５ 現時点における民営化に向けたスケジュール 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

名栗園 

    

市 

    

市議会 

    

選定 

委員会 
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